
 ③ ライセンスの収益性について 

  当社グループのライセンス売上は、当社が企画・開発したソフトウェアを不特定多数の顧客に販売するビジネスモデ

 ルとなっております。このため、特定の顧客向けの受託開発型のソフトウェアと違い、ライセンス販売数が増加しても

 当該製品の開発コストはほとんど増加せず、ライセンス販売数量が増すごとに利益率が上昇する収益構造となっており

 ます。しかしながら、変化の激しい市場において、このビジネスモデルを継続するためには新たな製品の研究開発を継

 続的に実施しなければならず、研究開発投資の状況によっては、当社グループ全体の利益を圧迫する要因になる可能性

 もあります。したがって、ライセンス事業における売上増が、当社グループの利益増に直結しない可能性があります。

  

 ④ ネットサービスの収益性について 

  第10期において、ネットサービスの事業区分に属するサービスとして「c2talk」、「Topika」および「OnSheet」な 

  どの３製品を提供しておりますが、下表に示す通り当社が意図している収入モデルは、既に実績のある「ASTERIA」と 

  は収入モデルが異なります。これらの収入モデルは、他社の例に見られるように、成功すれば継続的な収益の拡大が期

  待されるものでありますが、一方でサービス開始初期の売上金額は極めて小さく、サービス提供開始の直後に確実な予

  測をすることが困難であります。したがって、ネットサービスにおける収益が計画通りに確保できない場合は、当社グ

  ループの業績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

  ⑤ 特定の人物への依存について 

  当社の創業者の一人で代表取締役社長の平野洋一郎は、経営方針や経営戦略の策定、当社事業の推進に重要な役割を

 果たしております。なんらかの理由により同氏に不測の事態が生じた場合、当社の今後の経営成績及び事業展開に影響

 が予測されます。 

  また、当社の創業者の一人で副社長兼研究開発担当取締役の北原淑行は、当社の研究開発及び製品戦略の策定におい

 て重要な役割を果たしており、同氏が業務を遂行できなくなった場合には、当社の製品開発を行うにあたって影響が予

 測されます。 

  このため当社では、両氏に過度に依存しないように経営体制を整備し、権限の委譲と人材の育成・強化を通じてリス

 クの軽減を図っておりますが、両氏に対する依存度は高いため、両氏のうちいずれかが何らかの事由で業務を遂行でき

 なくなったときは、当社グループの経営成績及び事業展開に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑥ 特定の取引先への依存度について 

  パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社は、中長期的なパートナーとしてデータ連携ソフトウェア

 市場を共同で開拓していくことに合意しており、平成21年３月31日現在で当社発行済株式総数の13.5％を所有する主要

 株主となっております。 

  同社との間では、「ASTERIAマスターパートナー」としての販売契約のほか複数の業務提携（同社中期計画への組み 

 込み、同社内における「ASTERIA」販売チームの設置、顧客への技術支援委託等）を行っております。同社を通じた販 

 売の比率は平成20年３月期20.6%、平成21年３月期において20.5％となっており、依存度は徐々に低下しているもの 

 の取引金額においては第１位の取引先となっております。 

  上記に述べたような当社との関係は良好であり、当面変化することはないと考えております。しかしながら、当社と

 同社の関係や契約の状況によっては、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑦ 小規模組織であることについて 

  当社は、平成21年３月31日現在、取締役６名、監査役４名及び従業員49名と小規模組織であり、内部管理体制も現 

製 品 収入モデル 説 明 

ASTERIA 

シリーズ 

ライセンス収入 
当社製品の半永久使用許諾権に対する対価としての収

入。 

サポート収入 
当社製品を使用することによって生じる問題解決や製

品の更新の対価としての収入。 

c2talk 
サブスクリプション収入 

当社サービスを使用した期間に応じて課金するものに

ついての収入。 Topika 

 OnSheet 

 など 
広告収入 

当社サービスを利用している間に表示される広告につ

いて、その広告主から広告の掲出料としての収入。 

  
アフィリエイト収入 

当社サービス上で紹介された商品が販売に結びついた

場合に、その手数料としての収入。 

  
コンテンツ収入 

当社サービス上に掲載するコンテンツのうち有料で課

金するものについての収入。 



 在の規模に応じたものとなっております。今後は事業の拡大に伴って人員の増強を図っていく考えであり、それに応じ

 て内部管理体制も強化していく予定であります。 

  当社が事業の拡大や人員の増加に対して適切かつ十分な組織的対応ができなかった場合には、当社グループの事業及

 び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ⑧ 人材の確保について 

  当社グループは、市場のニーズに合った良質の製品を提供していくために、高い能力と志をもった人材を少数精鋭で

 揃えることに注力してきました。そのために、もし中核となる社員が予期せぬ退社をした場合にはメンバー構成に重大

 な変化が生じる可能性があります。 

  このような事態を避けるために、今後も事業の拡大に伴い、積極的に優秀な人材を採用・教育し、また魅力的な職場

 環境を提供していく方針でありますが、そうした人材が十分に確保できない場合には、当社グループの事業及び業績に

 影響を与える可能性があります。 

  

 ⑨ セキュリティと個人情報管理について 

  当社グループの教育他事業においては、XML試験の受験、XML教育の受講などに起因する個人情報を扱っております。

  当社グループでは、取り扱う全てのデータベースは外部からの不正なアクセスが出来ないように、必要十分なセキュ

 リティ手段によって保護されており、個人情報についても厳格な管理を行っております。 

  また、過去に個人データの漏洩が起こった事実は認識しておらず、これらに起因するクレームや損害賠償請求を受け

 た事実もありません。しかしながら、今後万一個人情報管理における何らかの問題が生じた場合、損害賠償責任の発生

 や当社グループに対する信頼の低下等により、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 

  （システムトラブルのリスク） 

 ① 当社グループ提供のソフトウェアの不具合について 

  当社グループの主力製品である「ASTERIA」は、銀行決済や報道情報配信など社会的にも重要度の高いシステムに使 

 用されております。当社グループでは、当社グループの責めに帰すべき事由によるソフトウェアの不具合（誤作動、バ

 グ等）を発生させないよう品質管理に最善の注意を払っており、またソフトウェア使用許諾契約書等によって不具合が

 発生した場合のリスクの低減措置等を講じていますが、将来にわたって当社グループの責めに帰すべき不具合が発生し

 ないとは限りません。そのため、ソフトウェアの不具合に起因する損害賠償責任の発生や当社グループに対する社会的

 信頼を喪失することにより、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ② 社内のシステムトラブルについて 

  当社グループは、社内のコンピュータシステムに関して、バックアップ体制を確立することによる災害対策を講じて

 おりますが、地震や火災などの災害、コンピュータ・ウィルス、電力供給の停止、通信障害、通信事業者に起因するサ

 ービスの中断や停止など、現段階では予測不可能な事由によりシステムトラブルが生じた場合、当社グループの事業及

 び業績に影響を与える可能性があります。 

  

 

（知的財産権についてのリスク） 

   当社グループは、現時点において、当社グループの事業活動に影響を及ぼすような特許権、商標権その他知的財産権

 が第三者によって取得されているという事実は確認しておりません。また第三者から知的財産権に関する警告を受けた

 り、侵害訴訟等を提起されたことはありません。しかしながら、将来の当社グループの事業活動に関連して、第三者が

 知的財産権の侵害を主張し、当社の事業が差し止められたり、損害賠償など金銭的な負担を余儀なくされた場合、また

 は第三者の知的財産権につき実施許諾が必要となりロイヤリティの支払いが発生したり、あるいは実施許諾が得られな

 い場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。  

  



 （新株予約権による株式価値の希薄化についてのリスク） 

  当社は、役職員の会社業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、新株予約権を利用したストックオプ

 ション制度を導入しております。 

  具体的には、平成15年２月24日開催の臨時株主総会特別決議及び平成15年５月29日の取締役会決議、平成15年６月26

 日開催の定時株主総会特別決議及び平成16年５月27日の取締役会決議、平成17年９月９日開催の臨時株主総会特別決議

 及び平成17年９月22日の取締役会決議、平成17年10月27日の取締役会決議、平成17年11月24日の取締役会決議、平成18

 年２月23日の取締役会決議に基づき、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに第280条ノ27の規定による新株予約権 

 を発行しており、平成19年３月26日臨時株主総会特別決議及び平成19年３月26日の取締役会決議に基づき、会社法第 

 236条及び第238条の規定による新株予約権を発行しております。平成21年３月31日現在、3,563.51株を発行しており、

平成21年３月31日現在の発行済株式総数56,885株の6.3％に相当します。 

  これらのストックオプションが行使された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。 

  



 平成21年３月31日現在、当社グループは、当社及び連結子会社２社(インフォテリア・オンライン株式会社および

Infoteria Corporation USA, Inc.)により構成されております。当社は、XML技術を中核としたソフトウェアの開発と

販売を行っております。子会社インフォテリア・オンライン株式会社は、当社が開発したSaaS関連製品のマーケティン

グおよび販売を行っております。子会社Infoteria Corporation USA, Inc.は、米国シリコンバレーにおいて次世代イ

ンターネットに関する市場調査及び研究開発を行っております。 

 当社グループの事業は、ソフトウェアの開発・販売とそれに付帯するサービスの提供という単一事業であり、事業の

種類別セグメント情報を記載していないため、事業区分ごとの内容を下に記載します。 

  

（事業系統図） 

  

 
  

２．企業集団の状況

区 分 内  容 

ライセンス 

当社は、企業等のニーズに対応する汎用のソフトウェア製品を企画・設計・開発し、その使用許諾権（ライセンス）

を、当社と販売契約を締結するシステムインテグレータ等に販売しております。当連結会計年度におけるライセン

ス売上は「ASTERIA」のライセンスによるものが主となっております。 

サポート 

当社は、当社ソフトウェア製品の導入先企業に対して技術サポート及び製品の更新（機能の拡充、新しいOSへの

対応、不具合の修正）など運用支援を行うサポート業務を行っております。当連結会計年度におけるサポート売上

は「ASTERIA」のサポートによるものが主となっております。 

ネットサー

ビス 

当社は、インターネットを使用してカレンダーを共有する「c2talk」(シー・ツー・トーク)、インターネット上で提供される

企業課題管理サービス「Topika」（トピカ）、オンライン表計算サービス「OnSheet」（オンシート）を提供しております。

これらはインターネット上のサービスとして計上されるため「ネットサービス」という売上区分としております。 

役務サービ

ス 

当社は、当社パートナー企業の業務を補完する目的で、当社ソフトウェア製品のライセンス販売の付帯サービスと

して「製品導入コンサルティング業務」、「製品技術者育成支援業務」、「システム構築支援業務」を行っております。

教育他 
当社は、XMLの普及拡大とXML技術者の増加に伴う当社製品市場の拡大を目指し、XML技術者の研修業務と、

XMLに関する技術力を認定する制度である「XMLマスター」の運営業務を行っております。 



 （注１）「ASTERIAパートナー」は、基本的に「ASTERIAマスターパートナー」（ASTERIA販売の中核となるシステ

ムインテグレータであり、ASTERIA技術者を擁しASTERIAを用いたシステム構築と販売を行う。当社から直

接ASTERIAを仕入れることができる１次代理店。平成21年３月31日現在18社）と「ASTERIAテクニカルパー

トナー」（ASTERIA技術者を擁するが、当社からASTERIAを直接仕入れることはできない。平成21年３月31

日現在８社。）で構成されます。 

なお、ソフトウェアおよびサポートにおいては、一部直販も存在します。 

 （注２）「教育センター」は、当社が認定した企業が運営するICEC (Infoteria Certified Education Center)を

表します。 

 （注３）インフォテリア・オンライン株式会社およびInfoteria Corporation USA, Inc.は、当社の連結子会社で

す。なお、インフォテリア・オンライン株式会社は平成21年９月までに事業統合を、Infoteria 

Corporation USA, Inc.は平成21年９月までに閉鎖をそれぞれ予定しております。 

 （注４）平成21年３月期におけるそれぞれの事業区分の売上比率は、「ライセンス」が49.7%、「サポート」が

38.2％、「ネットサービス」が0.9％、「役務サービス」が3.7%、「教育他」が7.5%となっております。 

  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「組織を超えた連携を実現するソフトウェアを開発し世界規模で提供する」ことを使命（ミッシ

ョン）としております。そのために、当社自体が「『つなぐ』エキスパート」として社会的な価値を生み出し、社会

に貢献することを目指しております。 

また、当社は「『売上』は当社が社会に生み出した価値、『利益』は当社が生み出した価値と消費した価値の差分」

との考え方を基本に、社会的価値の提供を通じて企業価値の増大に努めてまいります。  

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループが重視している経営指標は、売上総利益率70%以上であります。平成21年３月期は、売上総利益率

67.1%となり、目標値を割り込んだことから赤字決算を余儀なくされましたが、今後も売上総利益率70%以上の水準を

維持することを経営指標としてまいります。そのためには、強い製品が必要であり、従来より積極的に研究開発投資

を行ってまいりましたが、今後とも売上高の5～10%を目処に積極的な研究開発投資を行っていく計画です。（平成21

年３月期実績：9.1%）  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループはの中期的な経営戦略は以下の４点です。 

① 主力製品「ASTERIA」を中心としたエンタープライズ事業の強化 

② 第２、第３の柱となる製品・サービスの確立のためのネットサービス事業の強化 

③ 海外市場への展開 

④ 積極的な研究開発投資 

 企業におけるシステム連携を実現する製品「ASTERIA」を主力製品として今後も販売増大に取り組んで参ります。

当社では、企業システム連携製品を使用する企業数は、向こう5年間で約10倍の規模に達すると見込んでおり、その

ために販売チャネルの強化、製品ラインアップの強化に取り組みます。 

 「ASTERIA」に加えて、新たなターゲットに向けたネットサービス製品にも積極的に取り組んでいきます。すでに

提供を開始しているネットサービス製品に加えて、さらにスマートフォン向けサービスの拡充を図り、それぞれを売

上の源泉となるサービスに成長させてまいります。 

さらに、当社製品・サービスを海外で販売することにより売上の増大を図ると同時に、日本のソフトウェアの輸出に

寄与してまいります。 

 当社は、今後の情報システムが、「サービス化したソフトウェア」、「リアルタイム化したインターネット」によ

って支えられると確信しており、今後ともこのような流れを先取りしたソフトウェアを意欲的に研究開発し提供して

まいります。  

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、将来の成長性の確保及び利益率の向上を図るため、「ASTERIA」の売上を中心としたビジネスモ

デルの確立を目指し、結果として平成21年３月期にはライセンスとサポートの合計が全体売上の約９割となりまし

た。しかしながら、今後当社グループが変化の激しい環境に適応し、さらなる成長を実現していくためには、以下に

挙げるような点が課題であると認識しております。  

  ①  マルチプロダクト／サービス化 

 平成21年３月期において、当社グループの売上の約９割を「ASTERIA」一製品（ライセンス及びサポート）に依存

しています。このことは、「ASTERIA」の売上そのものが当社グループの事業成績に直結することを示しています

が、特に「ASTERIA」のライセンス売上は、半永久的な使用許諾権の販売に基づくため販売時１回限りの計上である

ことから、月次、四半期そして市場環境によっての偏差が大きくなっています。当社が継続的な成長を実現するにあ

たっては、「ASTERIA」と同様に基幹となるプロダクト／サービスを育て、特定の市場の影響を受けにくい事業ポー

トフォリオを組み立てることが大きな課題であると認識しております。  

  ② 「ASTERIA」ファミリー製品の充実 

 「ASTERIA」の導入企業の増加にともなって、顧客各社からの要望も多種多様になってきています。そのため、

「ASTERIA」を使用目的やシーンによって複数ラインアップとする必要が生じており、「ASTERIA」の技術をベースと

したファミリー製品の充実が重要な課題であると認識しております。 

 この課題に対処するため、平成20年３月期より企業のマスターデータ管理を支援する「ASTERIA MDM One」シリー

ズの提供を開始しました。このように、多様化するニーズに対応するために今後とも「ASTERIA」ファミリーの拡充

を図ります。  

  ③ ASTERIAパートナー及び制度の強化 

 「ASTERIA」の販売増大のためには、「ASTERIA」の販売代理店である「ASTERIAパートナー」の強化が課題となり

３．経営方針



ます。 

   (ア)販売パートナーの育成と充実 

「ASTERIA」販売の中核となるパートナーとして「ASTERIA マスターパートナー」制度を平成19年１月に開始し、平

成21年３月31日現在「ASTERIAマスターパートナー」は19社となっております。今後の業績拡大のためには「ASTERIA

マスターパートナー」の営業力、技術力の向上を図っていくことが課題であると認識しております。 

   (イ)技術パートナー制度と質の向上 

「ASTERIA」の普及と販売量増加にともなって、システム開発案件が増加し、ASTERIAパートナーにおける

「ASTERIA」エンジニアが不足する状況が散見されるようになりました。そこで、平成19年１月に、「ASTERIA」を使

用したシステム開発のみを行う「ASTERIA テクニカルパートナー」制度を創設し、エンジニア不足による受注機会の

喪失や遅れなどを防ぐ取り組みを始めました。平成21年３月31日現在「ASTERIA テクニカルパートナー」は８社あり

ますが、テクニカルパートナーの質の向上は、市場における「ASTERIA」を使用したシステム開発力の増強のため

に、重要な課題であると考えております。 

  ④ コンサルティングパートナー制度の開始 

「ASTERIA MDM One」の販売開始に伴って、企業のデータ構造の設計や再構築を同時に行う必要性が発生し、顧客に

適切なコンサルティングを提供することが課題となってきました。そのため、質の高いコンサルティングを安定的に

提供するために平成21年１月に「ASTERIA MDM One アドバイザリーパートナー」制度を創設しました。同パートナー

には現在３社が認定されていますが、需要の内容と増大に合わせてパートナーの充実を図ることが課題であると認識

しております。  

  ⑤ 「ASTERIA」新市場の開拓 

   「ASTERIA」のさらなる伸張のためには、汎用のミドルウェアとしてだけではなく、すでに実績のある報道ネット 

  ワークやリアルタイム決済におけるソリューションなどのように、具体的な用途における活用を提案し、その中にお

  ける確固たる地位を確立することが課題となります。当社としては、特に市場性の見込まれる以下の新市場について

  「ASTERIA」の展開を図る計画です。 

  （ア） 財務情報市場 

    XBRLという全世界で使われ始めている企業財務情報データ標準は、企業財務情報の適時開示を促進するととも 

   に、処理の自動化、可視化を促進するために不正の排除にも役立つことから将来的な普及が見込まれます。当社で

   は、XBRLの普及啓発活動を積極的に推進するとともに、XBRLデータを集める側の企業（銀行、監査法人、連結子会

   社の多い大会社など）における「ASTERIA」の適用を進めます。 

  （イ） 医療情報市場 

    当社は、医療情報（電子カルテなど）のXML化の初期段階から技術開発に関わってきましたが、ようやく国内の 

   医療機関においてXML化された医療情報の交換が普及しようとしています。このために、「ASTERIA WARP」と 

   「ASTERIA DataCaster」をベースに医療情報処理を支援するアプリケーションやモジュールを開発することで、こ

   の市場における当社製品のシェアの拡大を課題と考えております。  

  ⑥ ネットサービスの普及 

   当社が提供している各種ネットサービス製品（「OnSheet」、「c2talk」、「Topika」）は、インターネットを介 

  してサービスを提供する新しい形態のソフトウェアであり、その形態が一般にはまだ普及していません。 

   このような新サービスの販売にあたっては、市場における新たなソフトウェア形態の普及促進、啓発活動が課題と

  なります。そのため、自社製品のアピールのみならず、新たなソフトウェア形態の普及促進、啓発活動を行う計画で

  す。  

   ⑦ インターネットを基盤とした新サービスの開発 

 インターネットの新たな潮流においては、ソフトウェアは特定の場所（例えば企業内のサーバールームや個人のパ

ソコン内など）にあることを前提とせず、インターネット上のサービスとして存在し、それらを組み合わせたり、加

工したりして使うことが可能になります。 

 当社グループでは、次世代の「つなぐ」対象としてWeb上の各種コンテンツやサービスのための「つなぐ」プラッ

トフォームの開発を計画しています。米国子会社で開発し現在ベータ版を提供しているWebチャット「Lingr」（リン

ガー）とマイクロブログ「Rejaw」（リジョー）では、基礎技術としてComet（コメット）を採用し、リアルタイム

Web時代のサービスのあり方を提案しております。また、現在ベータ版を提供しているオンライン付箋サービス

「lino」（リノ）では、開発言語にHaskellを使用するなど新技術の研究も積極的に行っております。 

 当社グループでは、新しい時代に適応したネット上のサービスの連携や加工を容易に行うためのプラットフォーム

や基本的なサービスをさらに揃えて展開していくことが将来の成長のための重要な課題であると認識しております。

  ⑧ 国外市場への展開 

 当社は、設立時より「海外に通用するソフトウェア」の開発と提供を目指しております。既に主力製品

「ASTERIA」 の英語版の開発を完了し、米国の販売代理店と契約を締結するなどの活動を開始していますが、現時



点では本格的な展 開のために十分な販売活動の投資ができている状況ではありません。しかしながら、欧米、アジ

アなどの海外市場は国 内市場より規模や成長率が大きく、国外市場への展開は当社事業の中長期的な成長のために

は重要な課題であると認識 しております。 

 現在、この課題に対処するために上記「ASTERIA」の展開に加えて、研究開発プロジェクト「Lingr」、

「Rejaw」、「lino」において日本市場に依存しないサービス展開を試験的に行っており、インターネットの世界に

おける国際市場へのアプローチを目指しています。  

  ⑨ 成長のための社内人員の充実 

   「ASTERIA」の顧客企業数が増え、ターゲットとなる業種業態も幅が広がっています。また、今後マルチプロダク 

 ト／サービス化によりさまざまなターゲット分野における成長をより確固たるものにするために、開発、マーケティン

 グ、営業、管理などの各職務において優秀な人材をタイムリーに採用することが重要な課題となっておりますが、昨今

 の労働市場環境の変化により苦戦を強いられています。将来の成長に向けて、経営資源のより戦略的な分配などを含め

 採用計画を達成することが重要な課題であると認識しております。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,196,119 1,161,592

売掛金 162,798 107,508

有価証券 20,113 －

たな卸資産 6,775 －

製品 － 2,659

原材料及び貯蔵品 － 4,156

その他 15,163 58,220

流動資産合計 1,400,970 1,334,137

固定資産   

有形固定資産   

建物 20,071 20,071

減価償却累計額 △12,951 △14,302

建物（純額） 7,119 5,768

工具、器具及び備品 70,951 72,405

減価償却累計額 △44,057 △53,280

工具、器具及び備品（純額） 26,894 19,125

有形固定資産合計 34,013 24,893

無形固定資産   

商標権 5,420 5,271

ソフトウエア 250,345 180,902

ソフトウエア仮勘定 19,250 16,989

その他 42 42

無形固定資産合計 275,058 203,205

投資その他の資産   

投資有価証券 37,575 26,147

敷金及び保証金 34,691 42,339

その他 6,900 18,730

投資その他の資産合計 79,167 87,216

固定資産合計 388,240 315,315

資産合計 1,789,210 1,649,452



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 22,291 21,585

未払金 32,532 34,818

未払法人税等 5,803 5,991

未払消費税等 5,128 12,882

前受金 119,420 132,412

アフターサービス引当金 334 12

その他 4,941 5,653

流動負債合計 190,450 213,355

負債合計 190,450 213,355

純資産の部   

株主資本   

資本金 735,850 735,850

資本剰余金 652,619 652,619

利益剰余金 215,747 89,215

自己株式 － △30,635

株主資本合計 1,604,217 1,447,050

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,910 △4,449

為替換算調整勘定 453 △6,503

評価・換算差額等合計 △5,456 △10,953

純資産合計 1,598,760 1,436,097

負債純資産合計 1,789,210 1,649,452



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 905,391 1,022,047

売上原価 263,968 336,237

売上総利益 641,423 685,809

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 24,786 27,087

販売促進費 52,754 65,865

役員報酬 61,944 63,946

給料及び手当 206,136 215,390

法定福利費 29,163 31,590

支払報酬 27,119 31,742

研究開発費 ※1  84,318 ※1  92,856

減価償却費 8,650 9,684

地代家賃 34,932 36,042

その他 171,351 166,693

販売費及び一般管理費合計 701,157 740,899

営業損失（△） △59,733 △55,089

営業外収益   

受取利息 2,396 4,814

執筆講演収入 685 28

その他 442 664

営業外収益合計 3,523 5,507

営業外費用   

株式交付費 7,446 －

株式公開費用 17,527 －

自己株式取得費用 － 2,425

為替差損 667 6,189

その他 632 －

営業外費用合計 26,274 8,614

経常損失（△） △82,485 △58,196

特別損失   

固定資産売却損 ※2  153 －

固定資産除却損 － ※3  206

投資有価証券売却損 － 6,671

ソフトウェア評価損 － 56,947

特別損失合計 153 63,825

税金等調整前当期純損失（△） △82,638 △122,021

法人税、住民税及び事業税 5,195 4,509

法人税等調整額 236,436 －

法人税等合計 241,631 4,509

当期純損失（△） △324,269 △126,531



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 539,200 735,850

当期変動額   

新株の発行 196,650 －

当期変動額合計 196,650 －

当期末残高 735,850 735,850

資本剰余金   

前期末残高 455,969 652,619

当期変動額   

新株の発行 196,650 －

当期変動額合計 196,650 －

当期末残高 652,619 652,619

利益剰余金   

前期末残高 540,017 215,747

当期変動額   

当期純損失（△） △324,269 △126,531

当期変動額合計 △324,269 △126,531

当期末残高 215,747 89,215

自己株式   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △30,635

当期変動額合計 － △30,635

当期末残高 － △30,635

株主資本合計   

前期末残高 1,535,186 1,604,217

当期変動額   

新株の発行 393,300 －

当期純損失（△） △324,269 △126,531

自己株式の取得 － △30,635

当期変動額合計 69,030 △157,166

当期末残高 1,604,217 1,447,050



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － △5,910

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,910 1,460

当期変動額合計 △5,910 1,460

当期末残高 △5,910 △4,449

為替換算調整勘定   

前期末残高 1,413 453

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △960 △6,956

当期変動額合計 △960 △6,956

当期末残高 453 △6,503

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,413 △5,456

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,870 △5,496

当期変動額合計 △6,870 △5,496

当期末残高 △5,456 △10,953

純資産合計   

前期末残高 1,536,600 1,598,760

当期変動額   

新株の発行 393,300 －

当期純損失（△） △324,269 △126,531

自己株式の取得 － △30,635

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,870 △5,496

当期変動額合計 62,159 △162,663

当期末残高 1,598,760 1,436,097



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △82,638 △122,021

減価償却費 111,872 144,283

アフターサービス引当金の増減額（△は減少） △17,802 △322

受取利息及び受取配当金 △2,396 △4,814

株式交付費 7,446 －

株式公開費用 17,527 －

為替差損益（△は益） － △33

固定資産売却損益（△は益） 153  

固定資産除却損 － 206

投資有価証券売却損益（△は益） － 6,671

ソフトウェア評価損 － 56,947

売上債権の増減額（△は増加） 286 55,290

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,877 △40

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,803 △3,637

市場販売目的のソフトウェアの増減額（△は増
加）

△128,355 △112,222

仕入債務の増減額（△は減少） 7,219 △706

前受金の増減額（△は減少） 33,106 12,992

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,326 7,754

その他の流動負債の増減額（△は減少） △11,973 2,152

小計 △81,560 42,498

利息及び配当金の受取額 2,396 4,756

法人税等の支払額 △4,118 △3,866

営業活動によるキャッシュ・フロー △83,282 43,389

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

投資有価証券の取得による支出 △43,485 △30,596

有形固定資産の取得による支出 △26,567 △5,970

有形固定資産の売却による収入 130 170

無形固定資産の取得による支出 △11,649 △6,164

投資その他の資産の増減額（△は増加） △12,767 △19,476

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,339 △62,037

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 385,853 －

株式公開費用の支出額 △17,527 －

自己株式の取得による支出 － △30,635

財務活動によるキャッシュ・フロー 368,325 △30,635

現金及び現金同等物に係る換算差額 △778 △5,356

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 189,924 △54,640

現金及び現金同等物の期首残高 1,026,308 1,216,232

現金及び現金同等物の期末残高 1,216,232 1,161,592



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社は、Infoteria Corporation 

USA, Inc.及びインフォテリア・オンライ

ン株式会社の２社であり、連結しており

ます。 

 なお、インフォテリア・オンライン株

式会社は、平成19年10月22日に設立し連

結子会社となりました。 

 子会社は、Infoteria Corporation 

USA, Inc.及びインフォテリア・オンライ

ン株式会社の２社であり、連結しており

ます。 

  

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうち、Infoteria  

Corporation USA, Inc.の決算日は12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用していま

す。 

 ただし、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券  

     ―――  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

イ．有価証券 

その他有価証券  

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）  

   

     ――― 

  

  ロ．たな卸資産 

ａ．製品・原材料 

 月次総平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

ａ．製品・原材料 

   月次総平均法による原価法（貸借 

  対照表価額は収益性の低下に基づく 

  簿価切り下げの方法により算出） 

  ｂ．仕掛品 

 個別法による原価法 

ｂ．仕掛品 

    個別法による原価法（貸借対照表 

     価額は収益性の低下に基づく簿価切 

     り下げの方法により算出） 

   ｃ．貯蔵品 

 最終仕入原価法  

   

ｃ．貯蔵品 

       最終仕入原価法（貸借対照表価額 

     は収益性の低下に基づく簿価切り下 

     げの方法により算出） 

 （会計方針の変更） 

    当連結会計年度より「棚卸資産の評 

   価に関する会計基準」（企業会計基準 

   第９号 平成18年７月５日公表分）を 

   適用しております。 

   これによる損益に与える影響はあり 

  ません。  



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 当社は定率法を、また在外連結子会

社は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物          ８～15年 

工具、器具及び備品   ４～５年 

イ．有形固定資産 

 当社は定率法を、また在外連結子会

社は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物          ８～15年 

工具、器具及び備品   ４～５年 

 （会計方針の変更）  

  当社は、法人税法の改正に伴い、当連

 結会計年度より、平成19年４月１日以後

 に取得した有形固定資産について、改正

 後の法人税法に基づく減価償却の方法に

 変更しております。 

  これによる影響額は軽微であります。

  

 （追加情報） 

  当社は、法人税法の改正に伴い、当連

 結会計年度より、平成19年３月31日以前

 に取得した有形固定資産で改正前の法人

 税法に基づき償却可能限度額まで償却し

 た資産について、その残存簿価を償却可

 能限度額に達した連結会計年度の翌連結

 会計年度以降５年間で備忘価額まで、均

 等償却を行う方法によっております。 

  これによる影響額は軽微であります。

  

  ロ．無形固定資産 

ａ．市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売可能期間（３年）におけ

る見込販売数量に基づく償却額と見

込販売可能期間に基づく定額償却額

のいずれか大きい額により償却して

おります。 

ロ．無形固定資産 

ａ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  ｂ．自社利用目的のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（３～

５年）による定額法を採用しており

ます。 

ｂ．自社利用目的のソフトウェア 

      同左 

  ｃ．その他の無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

  

ｃ．その他の無形固定資産 

      同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．アフターサービス引当金 

 ライセンス販売に伴って発生する初

年度メンテナンスサービス費用の支出

に備えるため、過去の実績を基礎とし

た費用見積額を計上しております。 

ロ．アフターサービス引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債並び

に収益及び費用は、在外子会社の決算日

における直物為替相場により円換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。 

同左 

  

  

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

―  

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期的な投資からなっております。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

― （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。  

  

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正）

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

― （連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,348

千円、948千円、3,478千円であります。 

  



  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

  千円84,318

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

  千円92,856

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。          ――――――― 

工具、器具及び備品     千円153     

         ―――――――   ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    工具、器具及び備品    千円206



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の発行済株式総数の増加は、公募による新株の発行6,000株及び第三者割当による新株の発行1,125株 

     によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

    

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  49,760  7,125  －  56,885

合計  49,760  7,125  －  56,885

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  56,885  －  －  56,885

合計  56,885  －  －  56,885

自己株式         

普通株式（注）  －  2,000  －  2,000

合計  －  2,000  －  2,000



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

（千円） （千円）

  

現金及び預金  1,196,119

有価証券  20,113

現金及び現金同等物  1,216,232

現金及び預金  1,161,592

現金及び現金同等物  1,161,592

    



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及び
備品 

 4,270  3,700  569

合計  4,270  3,700  569

１年内 千円621

１年超    千円－

合計       千円621

支払リース料    千円946

減価償却費相当額     千円854

支払利息相当額   千円48

ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

   該当事項はありんせん。  

 ②リース資産の減価償却の方法 

   該当事項はありません。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及び
備品 

 －  －  －

合計  －  －  －

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円－

１年超 千円－

合計      千円－

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料    千円631

減価償却費相当額    千円569

支払利息相当額 千円10

４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

  額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

  を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

  法によっております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



  前連結会計年度（平成20年３月31日） 

   時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  当連結会計年度（平成21年３月31日）    

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

   

（有価証券関係）

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場外国株式  37,575

その他  20,113

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  21  22  1

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  21  22  1

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  30,575  26,124  △4,451

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  30,575  26,124  △4,451

合計  30,596  26,147  △4,449

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

 36,813  －  6,671



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日） 

 当社グループは、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当期連結会計年度における費用計上額及び科目名 

       該当事項はありません。 

  

     ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

（ストック・オプション等関係）

  
平成15年６月
ストック・オプション 

平成16年６月
ストック・オプション 

平成17年９月
ストック・オプション 

平成17年11月 
ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び数 

当社取締役３名 

当社監査役１名 

当社従業員40名 

当社元従業員３名 当社取締役４名 

当社監査役１名 

当社従業員39名 

子会社従業員１名 

当社従業員２名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

普通株式 2,596株 普通株式 122株 普通株式 3,027株 普通株式 46株 

付与日 平成15年６月13日 平成16年６月14日 平成17年９月30日 平成17年11月15日 

権利確定条件 ① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

新株予約権の行使に関する

条件については、株主総会

及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者の

間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによ

る。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

  ② 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

  ② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

  ③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 自 平成17年６月13日 

至 平成22年６月12日 

自 平成17年６月13日 

至 平成22年６月12日 

自 平成19年10月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成19年11月16日 

至 平成24年９月14日 



 （注） 株式数に換算して記載しております。  

  

  
平成17年11月
ストック・オプション 

平成18年２月
ストック・オプション 

平成19年３月
ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び数 

子会社従業員１名 当社従業員３名 当社取締役１名 

当社監査役１名 

当社従業員12名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

普通株式 100株 普通株式 140株 普通株式 420株 

付与日 平成17年11月30日 平成18年２月28日 平成19年３月26日 

権利確定条件 ① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

  ② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 平成21年３月27日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の30％を上限に

行使することができ

る。 

  

(B) 平成22年３月27日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成23年３月27日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

  ③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 自 平成19年12月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成20年３月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成21年３月27日 

至 平成26年３月26日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注） 平成19年６月21日付の新株発行（公募分）及び平成19年７月23日付の新株発行（第三者割当増資分）による 

     新株予約権の目的となる株式の数の調整を行っております。 

  

② 単価情報 

 （注） 平成19年６月21日付の新株発行（公募分）及び平成19年７月23日付の新株発行（第三者割当増資分）による行

使価額の調整を行っております。 

３．当連結会計年度末における本源的価値の合計額 

                 ０円 

  

  
平成15年６月 
ストック・オ
プション 

平成16年６月
ストック・オ
プション 

平成17年９月
ストック・オ
プション 

平成17年11月
ストック・オ
プション 

平成17年11月 
ストック・オ
プション 

平成18年２月 
ストック・オ
プション 

平成19年３月
ストック・オ
プション 

権利確定前（株）               

前連結会計年度末  1,679.96 147.84 2,639 6  101  141 429

付与  ― ― ― ―  ―  ― ―

失効  9.67 ― 92 ―  ―  ― ―

権利確定  1,670.29 147.84 2,547 6  101  141 ―

未確定残  ― ― ― ―  ―  ― 429

権利確定後（株）               

前連結会計年度末  ― ― ― ―  ―  ― ―

権利確定  1,670.29 147.84 2,547 6  101  141 ―

権利行使  ― ― ― ―  ―  ― ―

失効  4.82 ― 16 ―  ―  ― ―

未行使残  1,665.47 147.84 2,531 6  101  141 ―

  
平成15年６月 
ストック・オ
プション 

平成16年６月
ストック・オ
プション 

平成17年９月
ストック・オ
プション 

平成17年11月
ストック・オ
プション 

平成17年11月 
ストック・オ
プション 

平成18年２月 
ストック・オ
プション 

平成19年３月
ストック・オ
プション 

権利行使価格（円）  103,081 103,081 61,587 61,587  61,587  61,587 76,895

行使時平均株価（円）  ― ― ― ―  ―  ― ―

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
 ― ― ― ―  ―  ― ―



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当期連結会計年度における費用計上額及び科目名 

       該当事項はありません。 

  

     ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

  
平成15年６月
ストック・オプション 

平成16年６月
ストック・オプション 

平成17年９月
ストック・オプション 

平成17年11月 
ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び数 

当社取締役３名 

当社監査役１名 

当社従業員40名 

当社元従業員３名 当社取締役４名 

当社監査役１名 

当社従業員39名 

子会社従業員１名 

当社従業員２名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

普通株式 2,596株 普通株式 122株 普通株式 3,027株 普通株式 46株 

付与日 平成15年６月13日 平成16年６月14日 平成17年９月30日 平成17年11月15日 

権利確定条件 ① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

新株予約権の行使に関する

条件については、株主総会

及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者の

間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによ

る。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

  ② 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

  ② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

      ③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 自 平成17年６月13日 

至 平成22年６月12日 

自 平成17年６月13日 

至 平成22年６月12日 

自 平成19年10月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成19年11月16日 

至 平成24年９月14日 



 （注） 株式数に換算して記載しております。 

  

  
平成17年11月
ストック・オプション 

平成18年２月
ストック・オプション 

平成19年３月
ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び数 

子会社従業員１名 当社従業員３名 当社取締役１名 

当社監査役１名 

当社従業員12名 

ストック・オプシ

ョン数（注） 

普通株式 100株 普通株式 140株 普通株式 420株 

付与日 平成17年11月30日 平成18年２月28日 平成19年３月26日 

権利確定条件 ① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社及

び当社子会社の取締

役、監査役、従業員又

はそれに準じる地位を

保有していることを要

する。 

  ② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 付与日から２年経過

した以後、平成20年

９月14日までは、割

り当てられた新株予

約権の数の30％を上

限に行使することが

できる。 

(B) 平成20年９月15日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成21年９月15日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

② 対象者は、以下の区分

に従って新株予約権を

行使することができ

る。 

(A) 平成21年３月27日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の30％を上限に

行使することができ

る。 

  

(B) 平成22年３月27日か

ら１年間は、割り当

てられた新株予約権

の数の60％までを上

限に行使することが

できる。 

(C) 平成23年３月27日以

降は、割り当てられ

た新株予約権の全て

について行使するこ

とができる。 

  ③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。  

③ 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者の間で締結する新株

予約権割当契約に定め

るところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 自 平成19年12月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成20年３月１日 

至 平成24年９月14日 

自 平成21年３月27日 

至 平成26年３月26日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注） 平成19年６月21日付の新株発行（公募分）及び平成19年７月23日付の新株発行（第三者割当増資分）による 

     新株予約権の目的となる株式の数の調整を行っております。 

  

② 単価情報 

 （注） 平成19年６月21日付の新株発行（公募分）及び平成19年７月23日付の新株発行（第三者割当増資分）による行

使価額の調整を行っております。 

３．当連結会計年度末における本源的価値の合計額 

                 ０円 

  

  
平成15年６月 
ストック・オ
プション 

平成16年６月
ストック・オ
プション 

平成17年９月
ストック・オ
プション 

平成17年11月
ストック・オ
プション 

平成17年11月 
ストック・オ
プション 

平成18年２月 
ストック・オ
プション 

平成19年３月
ストック・オ
プション 

権利確定前（株）               

前連結会計年度末  － － － －  －  － 429

付与  － － － －  －  － －

失効  － － － －  －  － －

権利確定  － － － －  －  － 429

未確定残  － － － －  －  － －

権利確定後（株）               

前連結会計年度末  1,665.47 147.84 2,531 6  101  141 －

権利確定  － － － －  －  － 429

権利行使  － － － －  －  － －

失効  261.8 － 1,190 6  －  － －

未行使残  1,403.67 147.84 1,341 －  101  141 429

  
平成15年６月 
ストック・オ
プション 

平成16年６月
ストック・オ
プション 

平成17年９月
ストック・オ
プション 

平成17年11月
ストック・オ
プション 

平成17年11月 
ストック・オ
プション 

平成18年２月 
ストック・オ
プション 

平成19年３月
ストック・オ
プション 

権利行使価格（円）  103,081 103,081 61,587 61,587  61,587  61,587 76,895

行使時平均株価（円）  － － － －  －  － －

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
 － － － －  －  － －



  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税  792

未払賞与  117

アフターサービス引当金  135

減価償却費  1,643

繰越欠損金  582,842

その他有価証券評価差額金  2,405

繰延税金資産  587,937

評価性引当額  △587,937

繰延税金資産の純額  －

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税  1,075

アフターサービス引当金  6

減価償却  1,746

ソフトウェア  23,177

繰越欠損金  458,577

その他有価証券評価差額金  1,810

繰延税金資産  486,394

評価性引当額  △486,394

繰延税金資産の純額  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため、記載を省略しております。 

同左 

（企業結合等関係）



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 当社グループはＸＭＬ関係製品の開発企業として、同一セグメントに属するソフトウェアの企画、開発、販

売、サポート及び教育を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

(1）法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 第三者との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉のうえ決定しております。 

② 業務内容等を勘案し当事者間の合意で決定しております。 

③ 第三者との取引と同様に、市場価格を参考に決定しております。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

法人主

要株主 

松下電工イン

フォメーショ

ンシステムズ

株式会社 

大阪市

北区 
 1,040

システムイ

ンテグレー

ション事業 

（被所有） 

直接 13.5 
－ 

当社製

品の販

売及び

サポー

ト業務

の委託 

当社製品の

販売及びサ

ポート等

（注２①） 

 185,983

売掛金 20,937

前受金 42,716

サポート業

務の委託

（注２①） 

 36,000 買掛金 6,300

経営指導料

の支払 

（注２②） 

 600 未払金 －

出向料の支

払 

（注２②） 

 4,581  未払金 －

コンピュー

タ機器等の

購入等 

（注２③） 

 3,773 未払金 －



  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

 この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引が開示対

象に追加されております。 

  

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 第三者との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉のうえ決定しております。  

  

(２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引  

 (イ）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 第三者との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉のうえ決定しております。 

  

種類 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要株

主 

パナソニック

電工インフォ

メーションシ

ステムズ株式

会社 

大阪市

北区 
 1,040

システムイ

ンテグレー

ション事業 

（被所有） 

直接 14.0 
－ 

当社製

品の販

売及び

サポー

ト業務

の委託 

当社製品の

販売及びサ

ポート等

（注２①） 

 209,466

売掛金 12,497

前受金 39,462

サポート業

務の委託

（注２①） 

 36,000 買掛金 6,300

種類 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要株

主 

パナソニック

電工インフォ

メーションシ

ステムズ株式

会社 

大阪市

北区 
 1,040

システムイ

ンテグレー

ション事業 

（被所有） 

直接 14.0 
－ 

ネット

サービ

スの提

供 

  
ネットサー

ビスの提供

（注２①） 

  

 

  

540 売掛金 

 

 

47



 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額   円28,105.13

１株当たり当期純損失金額 円5,873.39

１株当たり純資産額       円26,165.56

１株当たり当期純損失金額 円2,249.42

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

のため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

のため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純損失（△） 

（千円） 
 △324,269  △126,531

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△） 

（千円） 
 △324,269  △126,531

期中平均株式数（株）  55,210  56,251

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権 

普通株式       5,021.31株 

  

 平成15年２月24日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数 1,374個 

普通株式  1,665.47株 

  

 平成15年６月26日定時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数   122個 

普通株式    147.84株 

  

 平成17年９月９日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数 2,751個 

普通株式      2,779株 

  

 平成19年３月26日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数  420個 

普通株式       429株 

新株予約権 

普通株式       3,563.51株

  

 平成15年２月24日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数 1,158個 

普通株式   1,403.67株 

  

 平成15年６月26日定時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数  122個 

普通株式   147.84株 

  

 平成17年９月９日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数 1,571個 

普通株式       1,583株 

  

 平成19年３月26日臨時株主総

会で決議された新株予約権 

新株予約権の数  420個 

普通株式       429株 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,133,716 1,095,049

売掛金 159,134 106,454

有価証券 20,113 －

製品 2,348 2,659

仕掛品 948 －

原材料 451 －

貯蔵品 3,027 －

原材料及び貯蔵品 － 4,156

前払費用 12,174 15,595

未収入金 － 36,950

その他 781 306

流動資産合計 1,332,694 1,261,172

固定資産   

有形固定資産   

建物 20,071 20,071

減価償却累計額 △12,951 △14,302

建物（純額） 7,119 5,768

工具、器具及び備品 61,393 64,387

減価償却累計額 △41,894 △49,975

工具、器具及び備品（純額） 19,499 14,411

有形固定資産合計 26,619 20,179

無形固定資産   

商標権 5,420 5,271

ソフトウエア 255,276 182,575

ソフトウエア仮勘定 19,250 16,989

その他 42 42

無形固定資産合計 279,989 204,878

投資その他の資産   

投資有価証券 37,575 26,147

関係会社株式 72,432 70,637

敷金及び保証金 34,452 42,148

その他 6,900 18,730

投資その他の資産合計 151,360 157,663

固定資産合計 457,968 382,721

資産合計 1,790,663 1,643,894



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 22,120 21,448

未払金 30,848 31,709

未払法人税等 5,733 5,712

未払消費税等 5,128 12,882

前受金 119,420 131,920

預り金 3,595 3,494

アフターサービス引当金 334 12

その他 287 1,068

流動負債合計 187,467 208,248

負債合計 187,467 208,248

純資産の部   

株主資本   

資本金 735,850 735,850

資本剰余金   

資本準備金 646,445 646,445

その他資本剰余金 6,174 6,174

資本剰余金合計 652,619 652,619

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 220,636 82,260

利益剰余金合計 220,636 82,260

自己株式 － △30,635

株主資本合計 1,609,106 1,440,095

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5,910 △4,449

評価・換算差額等合計 △5,910 △4,449

純資産合計 1,603,196 1,435,646

負債純資産合計 1,790,663 1,643,894



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 901,899 1,017,522

売上原価   

製品期首たな卸高 1,732 2,348

当期製品製造原価 171,105 211,558

ソフトウエア償却費 98,225 128,370

合計 271,062 342,277

他勘定振替高 ※2  39 ※2  139

製品期末たな卸高 2,348 2,659

売上原価合計 268,674 339,479

売上総利益 633,225 678,042

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 23,063 23,570

販売促進費 51,149 45,063

役員報酬 61,944 63,946

給料及び手当 202,386 194,990

法定福利費 28,753 29,345

支払報酬 25,038 24,832

研究開発費 ※3  115,300 ※3  117,067

減価償却費 7,004 7,763

地代家賃 33,120 34,344

その他 153,618 140,466

販売費及び一般管理費合計 701,380 681,390

営業損失（△） △68,154 △3,347

営業外収益   

受取利息 2,367 4,760

業務受託料 － ※1  1,714

執筆講演収入 685 28

その他 567 412

営業外収益合計 3,620 6,915

営業外費用   

株式交付費 7,446 －

株式公開費用 17,527 －

自己株式取得費用 － 2,425

為替差損 － 118

営業外費用合計 24,974 2,543

経常利益又は経常損失（△） △89,508 1,024



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※4  153 －

固定資産除却損 － ※5  206

投資有価証券売却損 － 6,671

ソフトウェア評価損 － 56,947

関係会社株式評価損 － 71,794

特別損失合計 153 135,619

税引前当期純損失（△） △89,661 △134,595

法人税、住民税及び事業税 5,120 3,780

法人税等調整額 236,436 －

法人税等合計 241,556 3,780

当期純損失（△） △331,217 △138,375



  

 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    1,198  0.3  7,064  1.6

Ⅱ 労務費    136,393  32.8  130,081  29.6

Ⅲ 外注費    219,125  52.7  223,844  50.9

Ⅳ 経費 ※１  76,794  18.5  79,232  18.0

Ⅴ アフターサービス引当金
戻入額 

   17,802  △4.3  322  △0.1

当期総製造費用    415,709  100.0  439,901  100.0

期首仕掛品たな卸高    －    948   

合計    415,709    440,849   

期末仕掛品たな卸高    948    －   

他勘定振替高 ※２  243,656    229,290   

当期製品製造原価    171,105    211,558   

原価計算の方法 原価計算の方法 

 原価計算の方法は、プロジェクト

別（ライセンスは、主なバージョン

別）の個別原価計算によっておりま

す。 

同左 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

消耗品費（千円）  7,803  6,965

減価償却費（千円）  9,702  9,469

地代家賃（千円）  15,948  17,259

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

研究開発費（千円）  115,300  117,067

ソフトウェア仮勘定（千円）  128,355  112,222



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 539,200 735,850

当期変動額   

新株の発行 196,650 －

当期変動額合計 196,650 －

当期末残高 735,850 735,850

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 449,795 646,445

当期変動額   

新株の発行 196,650 －

当期変動額合計 196,650 －

当期末残高 646,445 646,445

その他資本剰余金   

前期末残高 6,174 6,174

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,174 6,174

資本剰余金合計   

前期末残高 455,969 652,619

当期変動額   

新株の発行 196,650 －

当期変動額合計 196,650 －

当期末残高 652,619 652,619

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 551,854 220,636

当期変動額   

当期純損失（△） △331,217 △138,375

当期変動額合計 △331,217 △138,375

当期末残高 220,636 82,260

利益剰余金合計   

前期末残高 551,854 220,636

当期変動額   

当期純損失（△） △331,217 △138,375

当期変動額合計 △331,217 △138,375

当期末残高 220,636 82,260



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △30,635

当期変動額合計 － △30,635

当期末残高 － △30,635

株主資本合計   

前期末残高 1,547,024 1,609,106

当期変動額   

新株の発行 393,300 －

当期純損失（△） △331,217 △138,375

自己株式の取得 － △30,635

当期変動額合計 62,082 △169,010

当期末残高 1,609,106 1,440,095

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － △5,910

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,910 1,460

当期変動額合計 △5,910 1,460

当期末残高 △5,910 △4,449

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － △5,910

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,910 1,460

当期変動額合計 △5,910 1,460

当期末残高 △5,910 △4,449

純資産合計   

前期末残高 1,547,024 1,603,196

当期変動額   

新株の発行 393,300 －

当期純損失（△） △331,217 △138,375

自己株式の取得 － △30,635

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,910 1,460

当期変動額合計 56,172 △167,550

当期末残高 1,603,196 1,435,646



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



















(1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

     

  

    

  

  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

６．その他
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